
別記第１号様式

高知県漁業経営改善促進資金低利預託資金利子補給契約書

高知県（以下「甲」という。）と農林中央金庫（以下「乙」という。）とは、高知県漁業経営改善促進

資金預託原資借入利子補給事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）及び高知県漁業経営改善

促進資金預託原資借入利子補給金交付要領（以下「交付要領」という。）に基づき、甲が乙に対し、

利子補給金を交付することについて、次の条項によりこの契約を締結する。

（信義誠実等の義務）

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。

２ 甲乙両者は、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。

（目的）

第２条 甲は、実施要綱第 13 条第１項に規定する県低利預託資金（以下「低利預託資金」とい

う。）を融資する乙に対し、交付要領の定めるところにより、利子補給を行う。

（利子補給の承認）

第３条 甲の行う利子補給は、乙からの利子補給承認申請書に基づき、甲が利子補給承認書を

交付することにより行うものとする。

（貸付け等の報告）

第４条 乙は貸付けを行ったとき又は貸付の中止若しくは変更を行ったときは、遅滞なくその旨を

甲に対して報告しなければならない。

（利子補給金の額）

第５条 甲が乙に対して交付する利子補給金の額は、交付要領第６に規定する方式により算出し

た額とする。

（利子補給金の請求）

第６条 乙は、甲に対し利子補給金を請求するときは、交付要領第６の規定により、毎年１月１日か

ら 12 月 31 日までの期間に係る利子補給金について、その翌年の１月末日までに、利子補給

金請求書により行うものとする。

（利子補給金の支払）

第７条 甲は、乙から前条の請求があった場合は、当該請求書を受理した日の翌月末日までにこ

れを支払うものとする。

２ 甲が前項の支払を遅延したときは、支払期限の翌日から支払を完了した日までの期間につき、

高知県契約規則（昭和 39 年高知県規則第 12 号）第 45 条第１項第２号に規定する割合の遅

延利息金を乙に支払うものとする。

（経理の明確化）

第８条 乙は、その行った低利預託資金の融資について経理を明らかにしなければならない。

（貸付債権の保全）

第９条 乙は、常に利子補給に係る貸付債権の保全に必要な注意を払わなければならない。

（利子補給金の返還等）

第 10 条 甲は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合には、乙に対する利子補給金の全

部若しくは一部の支払いを打ち切り、又は既に交付した利子補給金の全部若しくは一部の返還

を命ずることができる。

（１） 乙が実施要綱、交付要領及びこの契約の条項に違反したとき。

（２） 低利預託資金を貸付原資とした漁業経営改善促進資金（以下「改促資金」という。）を借り

受けた者（以下「借受者」という。）が、その借入金を目的以外の目的に使用したとき。

（３） 借受者が虚偽の借入申込書により借り入れたとき。

（４） 借受者が実施要綱第 11 条第１項の規定により資金利用計画の認定を取り消されたとき。

（報告及び調査）

第 11 条 乙は、低利預託資金及び改促資金の融資に関し甲が報告を求めた場合、又は甲がそ

の職員に当該融資に関する帳簿、書類等を調査させることが必要であると認めた場合には、こ

れに協力しなければならない。

（契約内容の変更等の協議）

第 12 条 実施要綱又はこれに基づく諸手続が改正されたとき、廃止されたときその他この契約内

容に変更を加えようとするときは、その都度甲乙両者の協議により行うものとする。

（契約の費用）

第 13 条 この契約に関する費用は、乙の負担とする。

（疑義の決定）

第 14 条 この契約に関する疑義又はこの契約に定めのない事項については、甲乙協議の上決定

するものとする。

（裁判管轄）

第 15 条 この契約に関して生じた甲乙間の紛争については、高知地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とする。

上記契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各その１通

を保有するものとする。

年 月 日

甲 高知県

契約担当者 高知県知事

乙


